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熊本地震と 

マンションの被害 

耐震基準と 

耐震性能 

耐震化の 

進め方 

地震被害の 

判定・調査 

（参考） 

本日の内容 
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熊本地震とマンションの被害 
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熊本地震の概要 
□発生日時と規模： 

 ＊前震；2016年4月14日21時26分 

   ・震央；熊本県熊本地方 

   ・震源の深さ；１１Ｋｍ 

   ・マグニチュード６.５ 

   ・震度；益城町で震度７を観測 

 ＊本震；2016年4月16日1時25分（前震の28時間後） 

   ・震央；熊本県熊本地方 

   ・震源の深さ；１２Ｋｍ 

   ・マグニチュード７.３ 

   ・震度；益城町、西原村で震度７を観測 

 ＊余震；4月16日～10月11日まで 4081回   4 



内陸・直下型 
二本の活断層（布田川断層、日奈久断層） 

 
震源が浅い 11～12km 

 
短期間に複数の大地震 
4/14 21：26 ～ 4/16 9：48 

震度７：２回、震度６強：２回、震度６弱：３回 

熊本地震の特徴 
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2016年12月27日16時30分時点 

（総務省消防庁） 
  

熊本地震による被害集計 
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震度 
 震度            被害の状況など 

 0 人はゆれを感じない 

 1 屋内にいる人の一部がわずかなゆれを感じる 

 2 屋内にいる人の多くがゆれを感じ、つり下げ物がわずかにゆれる 

 3 屋内にいるほとんどの人がゆれを感じ、屋外では電線が少しゆれる 

 4 電線が大きくゆれ、歩いていてもゆれを感じ、かなりの恐怖感がある 

 5 
弱 屋内ではつり下げ物が激しくゆれ、屋外でも電柱がゆれるのがわかる 

強 棚の食器や本が落ち、墓石がたおれ、多くの人が行動に支障を感じる 

 6 
弱 立っていることが困難となり、耐震性の低い木造住宅は倒壊するものがある 

強 立っていることができず、壁や柱の多くが破壊、倒壊する建物がある 

 7 家具が大きく移動し、耐震性の高い建物でも大きく破壊するものがある 

※マグニチュードと震度は直接的なイコール関係にはない。 
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地震の大きさとマグニチュード 

地震の大きさ マグニチュード Mj 

極微小地震 １以下 

微小地震 １～３ 

小地震 ３～５ 

中地震 ５～７ 

大地震 ７以上 

巨大地震 ８クラス 

※マグニチュード：「気象庁マグニチュードMj」を指す 

地震の大きさとマグニチュードの関係 
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東京付近で起きる地震の予測

東京湾北部直下型 マグニチュード7.3の場合の震度予測

出典：東京都防災ホームページ
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1階ピロティの圧壊 

Ａマンション 
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1階ピロティの圧壊 13 



  

1階ピロティの圧壊 14 



  

共用廊下壁、梁の損傷、玄関扉の変形 16 



  

エントランスホールの壁破損、仕上タイルの剥落 17 



  

損傷の少なかった旧耐震マンションのピロティ 

Ｂマンション 
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非耐震壁の損傷と玄関扉の変形 

建具・仕上げなどの二次部材 

36 



  

ピロティ集会室の建具、仕上げの損傷 

建具・仕上げなどの二次部材 
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受水槽の破損 

設備・ライフライン 
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外構コンクリートブロック塀、擁壁の倒壊 

外構 

39 



震度7の揺れに2回見舞われ 

2回目の本震による被害の方が大きかった 

 

1階のピロティ※の被害が大きかった 

非構造壁や、扉・窓等二次部材にも損傷 

 
※ピロティ：上の階と比較して耐震壁などの要素が少なく、 

主に柱で支えられている空間 
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耐震基準と耐震性能 
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耐震基準などの変遷 
1950年 
S25年 

1971年 
S46年 

1981年 
S56年 

1995年 
Ｈ7年 

2000年 
Ｈ12年 

2005年 
Ｈ17年 

2006年 
Ｈ18年 

2013年 
Ｈ25年 

1948年 
S23年 
福井地震 

1968年 
S43年 
十勝沖地震 

1978年 
S53年 

宮城県地震 

1995年 
Ｈ7年 
兵庫県南部地震 

2011年 
Ｈ23年 

東北地方 
太平洋沖地震 

建築基準法 
改正 

建築基準法 
改正 

耐震改修促進法 
制定 

建築基準法 
改正 

建築基準法 
改正 

耐震改修促進法 
改正 

耐震改修促進法 
改正 

大勢の人が利
用する一定規模
以上の建物は、
耐震診断・改修
の努力義務が
課せられる 

自治体による具
体的な施策の
制定と努力義務
対象建物の拡
大、指示・指導の
強化 

大勢の人が利
用する一定規模
以上の建物は、
耐震診断義務
（診断結果は公
表）と改修の努
力義務が課せら
れる 

建築基準の性能
規定化を柱に、
確認手続きの緩
和や規制の実
効性の確保が
図られた（一定
基準により免震
建物の計画が
容易に） 

一定規模以上の
特殊建築物や
事務所ビル等の
定期点検報告
義務の強化 

2011年 Ｈ23年 
東京都緊急輸送

道路条例 

2005年 
Ｈ17年 

建築士による 
構造計算 
偽装事件 

建築基準法 
改正 

建築確認時の構
造設計の適合性
判定の実施 

2011年 
Ｈ23年 

建築基準法 
制定 

昭和56年5月末より前に 
建築確認された建物 

耐震化検討の対象 48 



耐震改修促進法 
建築物の耐震改修の促進に関する法律 

平成7年10月施行、平成18年改正→平成25年度11月に改正 

 ・昭和56年5月末日以前に建築確認済となった建築物（旧耐震基準による建

築物：既存不適格建築物）を対象 

 ・特定建築物（学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、事務所、
百貨店、老人ホーム等）、緊急輸送道路沿道建築物、危険物取扱所 

 ・特定建築物建物所有者の耐震診断→義務、耐震改修→努力義務 

 ・建物所有者の耐震診断、耐震改修→努力義務（分譲マンションも）  

 ・幼稚園・保育所・小学校などは、特定行政庁の指示の対象 

 ・耐震改修計画認定により、構造以外の既存不適格事項の改善緩和 

 ・助成金、税制優遇、低金利融資 

 ・地方自治体の耐震改修促進計画策定義務付け 
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耐震化率の目標を決めています 
区分 現状 

(平成27
年) 

平成31
年度末 
までに 

平成32
年度末 
までに 

平成37
年度末
までに 

1 住宅 83.8％ - 95％ 概ね
解消 

2 民間特定建築物 85.6％ - 95％ 

3 防災上重要な公共建築物 
（消防署、学校等） 

96.7％ 100％ 
(出来るだけ早く) 

4 特定緊急輸送道路沿道建築物 80.9％ 90％ - 100％ 

東京都の耐震化施策 

平成28年3月版 東京都耐震改修促進計画より 
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耐震性能と耐震診断 

 
 

建物の耐震性能の大小を知ることを耐震診断といいます。 
建物の耐震性能とは、地震のエネルギーを吸収できる能力のことをいいます。 
建物の強さと粘りや、建物の形状、経年状況を考慮して、耐震性能を算出しま
す。 51 



耐震性能を計算する 

構造耐震指標：Is≧0.6 
Iso:0.6=Es(0.6)×Z(1.0)×G(1.0)×U(1.0) 

Is=建物の強さと粘りの指標（保有性能基本指標E0） 
  ×建物の形状、バランスの良さの指標（形状指標SD） 
  ×建物の経年劣化の指標（経年指標T） 
Z  ： 地域係数 (1.0：一般の地域) 
G  ： 地盤指標（1.0：一般の地形） 
U  ： 用途指標（1.0：一般の施設） 
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必要保有水平耐力に係わる指標： 

CTUSD ≧0.3(RC造),0.25(SRC造) 

CTUSD≧(0.3または0.25)×Z・G・U 

CTU ： 構造物の終局限界における累積強度指標 

SD  ： 形状指標           

Z  ： 地域係数 (1.0：一般の地域) 

G  ： 地盤指標（1.0：一般の地形） 

U  ： 用途指標（1.0：一般の施設） 

  耐震性能を計算する 
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耐震性能の評価 

Ⅰ. 軽微 

Ⅱ. 小破 

Ⅲ. 中破 

Ⅳ. 大破 

Ⅴ. 崩壊 

被害ランクⅠ.〜Ⅴ. 

必
要
保
有
水
平
耐
力
に
係
わ
る
指

標
：
C

TU
SD

 

構造耐震指標：IS 
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Ⅴ. 崩壊〜Ⅳ. 大
破 

Ⅲ. 中破 

Ⅲ. 中破〜Ⅱ. 小
破 

Ⅱ. 小破~Ⅰ. 軽
微 

Ⅳ. 大破~ Ⅲ. 中破 

Ⅲ. 中破までが修復可能な被害ランク 
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Is=0.6の鉄筋コンクリート造建物の被害イメージ  

Ｉｓ値と被害想定 
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耐震性能の評価 

  各階、2方向の耐震指標値のうち 

一番低い値が、その建物全体の 

耐震性能の評価値 

一番弱いところで全体の評価が決まる 

 

耐震指標値が基準値未満の場合 

補強が必要と評価 
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耐震化の進め方 
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マンション耐震化の進め方(例) 
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入口から耐震診断まで(例) 

STEP １ 

アドバイザー
派遣 

•アドバイザーが現地を訪問（建築・構造の2人一組） 

•建物の状況と設計図書を確認 

•耐震診断が必要か、診断が可能かを伝える 

STEP ２ 

耐震簡易診断 

•「構造」「建築」「設備」の視点から安全性をチェック 

•構造は1次診断を行い、精密診断の必要性を確認する 

STEP ３ 

耐震精密診断 

•構造についての精密な診断（２次または３次診断）を行い
耐震補強の必要性を判断する 

•必要な補強のイメージを伝える 

総会決議 
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柱や壁の量で概略の
耐震性能を把握する。 
 
構造的な特徴・弱点
が把握できる。 
 
※構造図がない場合
でも、建築平面図が
利用できれば実施可
能。 

建築診断 

二次部材・ 

仕上材調査 

避難経路
調査 

法令ﾁｪｯｸ 

（必要に応じて） 

設備診断 

機器・配管 

調査 

エレベーター、 
受水槽・高置水槽、ポ
ンプ、電気温水器エア
コン室外機、 
受変電設備、 
消防設備、避雷設備   

構造診断 

現地確認 

第1次診断
に準じた簡

易診断 

建物を３つの視点で耐震診断を行う ＝ 総合的診断 

STEP2 簡易診断 

60 



簡易診断を行うメリットは 

精密診断より実行しやすい 
• 精密診断よりは安い費用で、短期間に耐震性能を数値的に把握できる 

• 構造図がなくても一般図（平面図、立面図、断面図）があればOK 

• 不動産売買時の重要事項説明の耐震診断結果開示の義務を負わない 
 

精密診断への足がかりとして 
• 管理組合の役員や区分所有者が、耐震化の知識を段階的に深めるのに有効 

• 「精密診断の必要性」が客観的に評価されるため、診断実施のための総会議案 
の上程の根拠としやすい 

• 精密診断の予備調査としても有効 
 

専門家としての助言にも役立つ 
• 建物の把握によりアドバイスが的確になる 

• 補強量が少ないとみられる場合は、精密診断と設計を一括で進めることが可能 

STEP2 簡易診断 
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精密診断 

躯体調査 

（コア抜きによる圧縮
強度試験・中性化試験、
不同沈下測定等） 

耐震精密診断 

（第2次・第3次） 

評定書の取得 

補強例 一例提示 

※耐震診断が困難なケース 

  構造図面がない→復元要   耐火被覆アスベスト→除去要 

居住者への 
お知らせが大切 

耐震診断結果は数値（Is値等） 
でしか出てこない 
理解する上で補強例や 
補強量イメージが必要 

STEP3 精密診断 
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STEP3 精密診断 

  
現況調査：コンクリート強度、中性化深度を調べる 
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現況調査：図面との食い違いを確認、躯体の劣化調査 

STEP3 精密診断 
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 精密診断結果の例 
 各階のX方向とY方向の2方向について耐震性能を数値化 

 （建物の構造をモデル化し、解析・検討） 
 

      

STEP3 精密診断 
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耐震診断から工事まで(例) 

STEP４ 

耐震補強計画 

•補強工事をシミュレーションし、生活への影響、施工の実現
性、工事費の概算などを検証する 

•補強工事の方針を決定する 

STEP５ 

耐震補強設計 

•補強設計の評定書を取得 

•工事を発注するために必要な設計図や仕様書などを作成 

•施工する会社を選定 

STEP ６ 

耐震補強工事 

•施工会社が補強工事を実施 

•設計者は工事が設計図通りに行われているか監理 

総会決議 

総会決議 

総会決議 
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〇区分所有者の合意を得られる補強方法にた
どり着くには、多角的な視点から、複数案
について各種の検討が必要 

 

〇メリット・デメリット、資金、様々な実現可能性を
比較検討し、一つの耐震改修計画案にまとめ
て区分所有者の合意を得る 

 

〇すぐに実施設計に進められるケースは少な
く、ある程度の検討期間が必要 

工事費がど
れくらいか
かるの？ 

補助金はも
らえるの？ 

どこを補強
するの？ 

他の案は 
ないの？ 

法律チェック・
法令手続き 

敷地や建物の
現況把握 

付帯工事 

大規模修繕や
設備改修 

長期修繕計画との
関係 

資金計画・
助成制度 

施工性・施
工範囲 

美観・居住部分
への影響 

補強工法 

目標値 

権利関係
の調整 

実現 
できるの

か？ 

STEP4 補強計画 
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STEP5 補強設計 
耐震補強計画に基づき、実施設計を行う 

建築 
  意匠・建築計画に係る設計図書の作成、 

  窓や手摺など二次部材・外構の付帯工事設計、 

  仮設・工事手順の計画、補助金取得支援、 

  耐震改修促進法等の手続き（必要に応じて）、施工者選定支援 

構造 
  補強部材の詳細設計、既存建物との接合部分の詳細設計 

  補強後の建物全体の耐震診断、 

  設計内容について第三者機関の評定書を取得 

設備 
  補強部材周囲の設備機器・配管類の付帯工事設計、 

  設備仮設計画や施工手順の計画、 

  付帯工事と合わせた設備改修工事の検討・設計 
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STEP6 補強工事 
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STEP7 補強工事完了 

・東京都耐震マーク表示制度 

 

・住宅耐震改修の税制優遇 

 （所得税、固定資産税） 
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地震被害の判定・調査 

（参考） 
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①応急危険度
判定 

②被災度区分
判定 

③被害認定調
査(罹災証明) 

④損害認定調
査(地震保険) 

判定・調査の種類 
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「二次的災害を防止」するための判定 

大地震で被災した建築物を調査し、その後発生する
余震等による危険性を判定し、人命にかかわる二次
災害を防止する 

危険度：危険、要注意、調査済と区分 

自治体が行う（応急危険度判定士の資格を所持した建築士が対応） 

罹災証明の為の調査や、被災建築物の 

恒久的使用の可否を判定するなどの 

目的で行うものではない 

 

 

①応急危険度判定 

被害の判定 
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「震災復旧」につなげるための判定 

建築構造技術者が、被災建築物の内部に立ち入り、
沈下、傾斜、構造躯体などの損傷状況を調査 

被災程度：大破、中破、小破、軽微等と区分 

地震動の強さなどを考慮し、復旧の要否とその程度を
判定 

建物所有者が建築士等に委託する 

対象：応急危険度判定で、主に構造躯体の被害が原
因で「危険」、「要注意」と判定された建築物 

②被災度区分判定 

被害の判定 
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震災復旧の手順 

第1段階 

（発災直後の時
期） 

•応急危険度判定（余震等
に対する安全性の調査） 

第２段階 

（やや混乱の落
ち着いた時期） 

•被災度区分判定（被災度の調
査および復旧の要否の判定） 

第３段階 

（安定時期） 

•復旧計画
および復
旧工事 
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被害の調査 

  
「罹災証明書」発行のための調査 

自治体の職員などが行う 
罹災状況：全壊、大規模半壊、半壊、一部損壊の４区分に判定 

 

罹災証明書は以下の各種被災者支援策の適用の判断材料として活用 

給 付 ：被災者生活再建支援金、義援金 等  

融 資 ：(独)住宅金融支援機構融資、災害援護資金 等  

減免・猶予 ：税、保険料、公共料金等 

現物支給 ：災害救助法に基づく応急仮設住宅、住宅の応急修理 

③被害認定調査(罹災証明) 
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④損害認定調査(地震保険) 

被害の調査 

  
「地震保険の保険金」支払のための調査 

契約している保険会社が行う 

損害程度：全損、半損、一部損の区分に判定 

地震保険加入者が対象 
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おわりに 

84 



大地震は いつ来るか分かりません 

弱点の把握（耐震診断）と耐震補強で 

もっと強く 安全に 

 被害があっても直せるように 

 

最も重要なのは骨組の耐震化 

避難経路を安全に 

家具や設備の地震対策も重要 

 88 


	170115江守データ
	東京付近で起きる地震の予測

	170115江守データ全頁
	地震から守る、自分たちの住まい�－熊本地震から学ぶマンション耐震化の必要性、進め方－
	本日の内容
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	2016年12月27日16時30分時点�（総務省消防庁）
	震度
	地震の大きさとマグニチュード
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 20
	スライド番号 36
	スライド番号 37
	スライド番号 38
	スライド番号 39
	スライド番号 46
	スライド番号 47
	耐震基準などの変遷
	耐震改修促進法
	東京都の耐震化施策
	スライド番号 51
	耐震性能を計算する
	　
	耐震性能の評価
	�Is=0.6の鉄筋コンクリート造建物の被害イメージ 
	耐震性能の評価
	スライド番号 57
	スライド番号 58
	スライド番号 59
	スライド番号 60
	簡易診断を行うメリットは
	スライド番号 62
	スライド番号 63
	スライド番号 64
	スライド番号 65
	スライド番号 66
	スライド番号 67
	スライド番号 73
	スライド番号 75
	スライド番号 76
	スライド番号 77
	判定・調査の種類
	被害の判定
	被害の判定
	震災復旧の手順
	被害の調査
	被害の調査
	スライド番号 84
	スライド番号 88

	Copied Bookmark
	170115江守データ
	東京付近で起きる地震の予測

	170115江守データ全頁
	地震から守る、自分たちの住まい�－熊本地震から学ぶマンション耐震化の必要性、進め方－
	本日の内容
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	2016年12月27日16時30分時点�（総務省消防庁）
	震度
	地震の大きさとマグニチュード
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 20
	スライド番号 36
	スライド番号 37
	スライド番号 38
	スライド番号 39
	スライド番号 46
	スライド番号 47
	耐震基準などの変遷
	耐震改修促進法
	東京都の耐震化施策
	スライド番号 51
	耐震性能を計算する
	　
	耐震性能の評価
	�Is=0.6の鉄筋コンクリート造建物の被害イメージ 
	耐震性能の評価
	スライド番号 57
	スライド番号 58
	スライド番号 59
	スライド番号 60
	簡易診断を行うメリットは
	スライド番号 62
	スライド番号 63
	スライド番号 64
	スライド番号 65
	スライド番号 66
	スライド番号 67
	スライド番号 73
	スライド番号 75
	スライド番号 76
	スライド番号 77
	判定・調査の種類
	被害の判定
	被害の判定
	震災復旧の手順
	被害の調査
	被害の調査
	スライド番号 84
	スライド番号 88


	Copied Bookmark
	170115江守データ
	東京付近で起きる地震の予測

	170115江守データ全頁
	地震から守る、自分たちの住まい�－熊本地震から学ぶマンション耐震化の必要性、進め方－
	本日の内容
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	2016年12月27日16時30分時点�（総務省消防庁）
	震度
	地震の大きさとマグニチュード
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 20
	スライド番号 36
	スライド番号 37
	スライド番号 38
	スライド番号 39
	スライド番号 46
	スライド番号 47
	耐震基準などの変遷
	耐震改修促進法
	東京都の耐震化施策
	スライド番号 51
	耐震性能を計算する
	　
	耐震性能の評価
	�Is=0.6の鉄筋コンクリート造建物の被害イメージ 
	耐震性能の評価
	スライド番号 57
	スライド番号 58
	スライド番号 59
	スライド番号 60
	簡易診断を行うメリットは
	スライド番号 62
	スライド番号 63
	スライド番号 64
	スライド番号 65
	スライド番号 66
	スライド番号 67
	スライド番号 73
	スライド番号 75
	スライド番号 76
	スライド番号 77
	判定・調査の種類
	被害の判定
	被害の判定
	震災復旧の手順
	被害の調査
	被害の調査
	スライド番号 84
	スライド番号 88



